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要     旨 

１ 作成の背景 

2015年３月に、東洋ゴム工業（株）の高減衰積層ゴム免震支承のデータの改ざん問題が

公表され、154 棟の免震構造の建物について新しい製品への取り替えのための大掛かりな

工事が進められている。同時に、行政と構造設計者・施工技術者は、このような製品の試

験データの改ざんが起きないように、製作工場の立会い検査を充実させるなどの対策を講

じてきた。それにもかかわらず、2018年 10月に KYB（株）、（株）川金コアテックの免震構

造用オイルダンパー及び制振構造用オイルダンパーについて、出荷検査のデータの改ざん

問題が再び公表された。データが改ざんされたダンパーが組み込まれた建物は、可能性の

あるものを含めると約 1100棟に上っている。 
世界に先駆けて地震国日本において研究が進み、市民に期待され、実用化を進めてきた

免震構造と制振構造の信頼性が揺らいでいる。いずれの製品も建物に組み込まれているた

め、再検査や取り替えは容易でなく、建物の居住者・使用者を不安に陥れ、建設業界・設

計業界、不動産業界に混乱を招いている。免震・制振技術に向けられる市民の目は厳しく

なっている。 

データ改ざんの被害者・関係者にとって、抜本的な対策が喫緊の課題となっている。土

木工学・建築学委員会では、積層ゴム免震支承及びオイルダンパーなどを含めて、本問題

の背景を調べ、免震・制振構造の信頼回復と今後の健全な発展のために必要な対策を検討

し、この提言を纏めた。 

 

２ 現状及び問題点 

大地震後に続けて使えることを目指した免震構造や制振構造を作るためには、設計通り

の免震支承や制振用のダンパーなどの製品の性能を担保することが必須であり、そのため

に確実な試験による性能検査が必要である。製造や検査に関わる技術者を性善説にもとづ

き暗黙に信頼し、製品の性能確認を、主に製造会社の自社出荷検査に任せてきたことに、

本問題発生の根本的な要因がある。 

実物の製品を用いた免震支承やダンパーの性能確認について、わが国では製造会社所有

の試験機を用いた全数検査が長年にわたり行われている。これは必要なことであるが、実

大の製品を地震時の実際の状況に近い形で試験できる装置がないために、ほとんどの場合、

低速度、縮小モデル、単純な加力法、限られた繰り返し回数の試験を基に、種々の方法で

外挿して実大製品の性能を推測している。このように、各製造会社独自の方法による自主

検査は、データ改ざんが行われる温床になりやすく、外部の技術者は改ざんに気付くこと

ができず、発覚を逃れてきた。 

 これらの製品の取り替え工事は、多大な労力と巨額の費用がかかると言われ、たとえ製

造会社がこの全額を負担するとしても、この仕事は、所有者、居住者、設計・施工の関係

者だけでなく日本にとっての大きな損失であり、二度と同じことが起きないための対策が

必要である。 
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３ 提言の内容 

(1)  第三者の試験施設を用いた抜き取り検査の実現 

工業製品の性能を確認するシステムとして、製造者と利害関係のない第三者の試験施

設を用いて抜き取りの性能試験を行うことは一般的に行われていることであり、国際的

にも工業製品の品質管理の常套手段である。免震支承やダンパーについても、製造会社

による全製品の自社検査に加えて、建設中の建物に組み込まれる前の製品の一部を、発

注者、設計事務所、建設会社などの指示により任意に抜き取り、第三者による客観的な

試験を行い、製品の性能を担保することが必要である。免震・制振装置は海外からも輸

入されており、輸入品について国内の第三者による抜き取り試験の実施体制を整備する

ことが必要である。 

 

(2)  大型製品の実大試験施設の導入 

免震支承やダンパーの性能検証をするためには実大試験が必要である。米国、中国、

台湾、イタリアには本格的な試験施設があり、発注者、設計事務所、建設会社などの指

示に対応して、実物大の製品の動的試験を行うことが可能である。 

その一方で、日本には実大動的試験設備がなく、免震構造や制振構造の安全確保に必

要な、免震支承やダンパーの実大試験施設の整備が急がれる。 

日本は免震・制振技術で世界をリードしてきたが、現状のままでは国際競争力の低下

も懸念されるため、研究や技術開発の面からも整備が望まれる。 

 

(3)  共用の大型試験設備を持つ検査機関の設置 

共同利用を前提とした大型試験施設を保有する第三者検査機関の設置が必要である。

この設立にあたっては、官民連携で、国の支援に加えて、民間から広く資金を募ること

を考える。検査機関が設置されると、製造会社とは独立に、免震支承やダンパーの本格

的な試験を行うことができる。発注者、設計事務所、建設会社などからの要望により、

実際に設置される前の免震装置やダンパーそのものを任意に抜き取って持ち込み、試験

を行うことができる。 

 

なお、2019 年１月 15 日に日本学術会議公開シンポジウム「免震・制振データ改ざん

の背景と信頼回復への道筋」を開催し、この提言案を説明し、会場の 300名を超える参

加者と議論し、アンケート調査を行った。総合討論では本提言に賛同する意見が多く出

され、アンケート回答者（275名）の約 83％が第三者機関の必要性に、約 90％が大型試

験施設の必要性に賛同し、本提言の実現が広く期待されていることが明らかになった。 
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１ はじめに 
2015年３月に、東洋ゴム工業（株）の高減衰積層ゴム免震支承のデータの改ざん問題が

公表され、154棟の免震構造の建物について新しい製品への取り替えのための大掛かりな

工事が進められている。同時に、行政と構造設計者・施工技術者は、このような製品の試

験データの改ざんが起きないように、製作工場の立会い検査を充実させるなどの対策を講

じてきた。それにもかかわらず、2018年 10月に KYB（株）、（株）川金コアテックの免震構

造用オイルダンパー及び制振構造用オイルダンパーについて、出荷検査のデータの改ざん

問題が再び公表された。データが改ざんされたダンパーが組み込まれた建物は、可能性の

あるものを含めると約 1100棟に上っている。 
 世界に先駆けて地震国日本において研究が進み、市民に期待され、実用化の進んできた

免震構造と制振構造の信頼性が揺らいでいる。いずれの製品も建物に組み込まれているた

め、再検査や取り替えは容易でなく、建物の居住者・使用者を不安に陥れ、不動産業界、

設計業界・建設業界に混乱を招いている。免震・制振技術に向けられる市民の目は厳しく

なっている。 
大地震後に続けて使えることを目指した免震構造・制振構造を作るためには、建築基準

法や性能評価基準などのルールを守った上で、設計通りの免震・制振の製品の性能を担保

することが必須であり、そのために確実な試験による性能検査が必要である。製造や検査

に関わる技術者を性善説にもとづき暗黙に信頼し、製品の性能確認を、主に製造会社の自

社出荷検査に任せてきたことに、この問題の発生の根本的な要因がある。 

高減衰積層ゴム免震支承やオイルダンパーなどの製品の取り替え工事は、多大な労力と

巨額の費用がかかると言われ、たとえ製造会社がこの全額を負担するとしても、この仕事

は、所有者、居住者、設計・施工の関係者だけでなく日本にとっての大きな損失であり、

二度と同じことが起きないための対策が必要である。 

 

２ 免震・制振構造の現状と課題 

(1)  耐震構造の取り組み 

我が国は、世界で起こるマグニチュード６以上の地震の約２割が国土と周辺の海域で

起こる地震国である。明治以降、日本の建築技術・土木技術は欧米からの技術導入によ

り始まったが、1891 年に起きた濃尾地震、1923 年の関東大震災、1995 年の阪神・淡路

大震災を経て、地震学、地震工学、耐震構造に関する研究を進め、これらの成果に基づ

きより安全な社会、安心して暮らせる社会の構築に努力してきた（[1]、[2]、[3]）。 

ある地域に注目し、ここに多くの建築・土木構造物が建設されている場合、その地域

に大地震が発生するのは人の寿命を超える長い年月に一度であり、これらの構造物の耐

震性能が要求通りであるかどうかを、大地震が起こる前に確認することは容易ではない。

多くの工業製品、例えば電気製品・自動車などは、製品が利用者に渡ったときから要求

した性能が確認できるが、これらとは事情が大きく異なる。 

大震災を軽減するために、建築・土木構造物が壊れないことが第一に必要なことは明

らかであり、いつ起こるかわからない大地震に備えて、多くの関係者が地震に耐えうる



 
 

2 

構造物の構築に努力している。これを確かなものにするためには、各種の製品や構造部

材、そして構造物全体を要求通りに製造し施工することが当然の前提条件となる。この

ような中にあって、「大地震は稀にしか起こらないから、要求通りの性能を有しない製

品や部材を出荷し施工しても、簡単には顕在化しない」と考える技術者が皆無とは言え

ず、倫理的にも大きな問題である。このようなリスクへの対策が求められている（[4]、

[5]）。 

 

(2)  建築構造の耐震基準の考え方 

現状の建築基準法における耐震基準の考え方は、数十年に二、三度起こる中小地震の

ときには、財産保護と社会活動の継続性を考慮して、建物に小さなひびは入るかもしれ

ないが、建物は続けて使えることを目指している。さらに、数百年に一度起こる大地震

のとき、建物に多くのひび割れが入り、傾くことがあっても、人命を守るため倒壊は防

ぐとしている。このように建築基準法の基準ぎりぎりで設計された建物は、大地震動を

受けると大きな被害を受け、建物への立ち入りや継続使用ができなくなるだけでなく、

取り壊しになることも覚悟しなければならない。この方法では、大地震後の個人の生活、

企業活動や社会活動の継続性は確保できない。 

 

(3)  建築の免震・制振技術の進展と普及 

大きな地震が日本のどこを襲うか分からない状況において、大地震後に使えなくなる

のではなく、続けて使える建築を望むのは、市民だけでなく、研究者も設計者も同じで

ある。この願いから、免震構造と制振構造の研究と技術が進み普及してきた。 

免震構造は、建物下部と基礎の間に、建物の重量を支えつつ東西南北に数秒前後の周

期で自由に動く免震支承、例えば積層ゴム支承、球面滑り支承などを設置し、これに、

鋼材ダンパー、鉛ダンパー、オイルダンパーなどを組み合わせて設置し、地震時の揺れ

を制御する構造である。免震装置の上の建物の揺れは、一般の基礎固定の建物に比べゆ

っくりであり、過大な地震水平力が作用しないため、建物は損傷しにくい。内部の人々

だけでなく、コンピュータ、高度な医療機器、美術品などの安全を守り、地震後も建築

が機能を維持して使われることを目指している。地震後に使えなくなる可能性のある一

般の建築に比べ、大きな利点をもつ。免震構造は、行政施設、病院、学校、事務所、計

算センター、高層住宅、美術館、大型倉庫など、4300棟以上の建物に使われ、阪神淡路

大震災、東日本大震災、熊本地震で多くの建物が性能を発揮している。 

制振構造は、建物各階に各種のダンパーを分散して組み込み、地震時の揺れを抑え、

柱や梁にひび割れなどの損傷が生じにくい構造であり、地震後の建物の継続使用にも効

果を発揮する。超高層事務所ビル、高層住宅、行政施設、学校などに多用され、全国で

1400 棟を超える建築に適用されている。2011 年の東日本大震災のときには、東北地方

の仙台市・郡山市にあった制振構造の中高層建築は優れた性能を発揮し、震源地から離

れた東京都心の制振構造の高層建築においても、揺れ幅や揺れの継続時間を周辺の建築

の約半分に抑えるなど、その性能を発揮した。 
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(4)  橋梁と免震・制振技術 

橋梁における免震技術・制振技術は相対変形により性能を発揮するものが多いことか

ら、上部構造・下部構造の相対的な変形を吸収する部位である上下部接続部にこれらの

技術が適用されることが一般的である。 

一般に支承部の損傷は橋梁の機能に直接的な悪影響を及ぼすことから、技術基準や設

計では、許容される損傷形態や損傷してはならない条件が示されている。したがって、

これらが設計の想定と異なり損傷し、橋として期待する性能が発揮されない事態は被災

地の復旧・復興の大きな障害になるため、設計法の高度化や支承の性能の向上は必要不

可欠である。特に、反力分散や減衰などの機能を支承に付与する場合にはそれが橋の性

能の前提条件となる。建築の免震構造は、建物下部と基礎間に免震装置を設置して減衰

性を持たせつつ構造物全体の１次固有周期を長周期化し、制振構造では建物の各層間に

多数の制振ダンパーを分散して設置することができるが、橋梁の場合の設計思想は異な

り、装置の設置位置が建物と比べて限定されるため、橋梁用免震・制振装置は大型化す

ることが多く、また装置に作用する荷重状態も多様となる。設計法の高度化や支承性能

の向上策に関し、2011 年の東日本大震災および 2016 年の熊本地震において、上下部接

続部に用いられていた積層ゴム支承に損傷が起きた事例は、橋梁および支承に対する性

能の検証技術を考慮する上で有用な教訓となる。 

現在も、載荷速度等を決めた繰返し載荷試験方法が定められ、また、地震時に生じる

反力状態も試験の前提とする条件を満足するように設計されているが、一方で被災経験

も踏まえれば多様な荷重状態を想定したときの性能の検証技術を確立し、道路橋の信頼

性向上につなげることがさらに重要である。橋梁用制振装置については、免震支承と異

なり、現在のところ統一的な性能試験方法やこれを用いた橋の性能の標準的な検証法は

技術基準等で具体的には定めておらず、制振装置やそれを用いた橋の性能の検証技術の

確立が急務である。 

したがって、実際の地震時に橋梁用免震・制振装置に発生しうる多様な荷重状態を柔

軟に再現でき、また、今後の更なる装置の大容量化をも視野に入れた試験施設の整備が

強く望まれる。 

 

(5)  実物を用いた試験の必要性 

免震ゴム支承は薄い鋼板とゴムシートを積層接着して製作するが、この生産には 10

時間以上の高圧高熱処理を必要とし、不良品ができることもある。この力学的性能は鋼

材とゴムそれぞれの力学的性質と計算だけで求めることはできず、鉛直荷重を負担しつ

つ高速の水平力を受ける際の挙動、同時に二方向水平力を受ける際の挙動、長周期長時

間地震を想定した多数回の繰り返し水平力を受ける際の挙動、水平力の速度の影響を受

ける際の粘性的な性質、破断の限界などは、実物の積層ゴムを試験しなければわからな

い。 

ダンパーには、鋼材ダンパー、鉛ダンパー、粘性ダンパー、オイルダンパーなどがあ
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る。高速の力を受ける際の挙動、長周期長時間地震を想定した多数回の繰り返し力を受

ける際の挙動、粘性的な性質、破断の限界などは、実物のダンパーを試験しなければわ

からない。これらのなかでも、オイルダンパーは精巧な機械であり、シリンダーやピス

トン、バルブの設計形状とオイルの性質から自動的にダンパー全体の正確な性能が求ま

るわけではない。バルブ単体に高速なオイル流れを与える個別試験も可能だが、バルブ

ごとの性質がわかっても、複数のバルブを組込んで制作した一つ一つのオイルダンパー

の性能は完成した製品を個々に試験しなければわからない。 

2015年３月に公表された東洋ゴム工業（株）の高減衰積層ゴム免震支承のデータの改

ざん問題の解決のために国土交通省に設けられた「免震材料に関する第三者委員会」が

2015年７月に纏めた報告書[6]では、試験データの改ざんの起きた基本的な要因として、

「現実に想定される地震の振動数で性能指標を検証する環境が日本には整備されてい

ないこと等から、免震積層ゴムの性能指標の判定方法は理論上複数想定されるため、こ

れら複数の性能指標の判定方法が許容されるものであるかどうかを検証することが困

難であり」と指摘している。同時に公開されている委員会の議事要旨においても、「抜

き取り調査等を第三者機関が行わないと、信頼性がないのではないか」、「国内の第三者

機関に試験装置がないから難しい」などの議論が交わされている。 
2015年５月８日に開催された衆議院国土交通委員会[7]において、東洋ゴム工業（株）

の試験データ改ざんが社会に不安を与えている問題が詳細に議論されたが、ここでも日

本に実物大の製品に地震時の動きを与えることのできる試験機を持つ第三者機関がな

いことが問題であることが指摘されている。 

 

３ 提言 

(1)  第三者の試験施設を用いた抜き取り検査の実現 

実物の製品を用いてしか試験のできない免震支承やダンパーについて、わが国では製

造会社所有の試験機を用いた全数検査が長年にわたり行われている。これは必要なこと

であるが、実大の製品を地震時の実際の状況に近い形で試験する設備がないために、低

速度、縮小モデル、単純な加力法、限られた繰り返し回数の試験が行われ、設計に用い

る性能を推測している。 

免震支承の出荷試験では、製品に損傷を与えない範囲の小振幅、低速度の試験結果、

場合によっては同じ材料で作られた小型の試験体の試験結果をもとに、種々の方法で試

験データを外挿して実大製品の性能を推測している。ダンパーの出荷試験の場合は、実

際の地震時の過酷な挙動の再現はできないため、限られた繰り返し回数の試験が行われ、

この結果によりダンパーの性能を確認している。建築・土木の技術者はこの性能をもと

に構造設計を進めている。 

このように、各製造会社独自の方法で自主検査しかしていない場合は、データ改ざん

の行われる温床になりやすく、外部の技術者は改ざんに気付くことができず、発覚を逃

れてきた。工業製品の性能を確認するシステムとして、製造者と利害関係のない第三者

による抜き取りの性能試験を行うことは一般的によく行われていることであり、国際的
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にも工業製品の品質管理の常套手段である。免震支承やダンパーについても、製造会社

による自社検査だけでなく、発注者、設計事務所、建設会社などの指示により、建物に

組み込む前に任意に抜き取った製品を、第三者の試験施設に持ち込んで試験を行い、製

品の性能を担保することが必要である。 

耐震技術の進んだ諸外国では国内外の他者に対して暗黙の信頼をおく習慣はなく、免

震支承やダンパーについて、製造会社の自社試験だけを信頼する方法は用いられていな

い。米国、中国、台湾、イタリアには、大学などに本格的な試験設備が設置されており、

発注者、設計事務所、建設会社などの指示により、実際の建設に用いる免震支承やダン

パーの製品を任意に抜き取り、実大試験が行われている。日本でも同じように第三者の

試験施設において抜き取り検査を行う体制が整えば、自社試験のデータ改ざんは意味が

なくなり、免震装置・制振装置の信頼性の確保、これらが組み込まれる免震構造・制振

構造の信頼性の回復につながるはずである。 

10年以上前から免震・制振装置は海外から輸入されており、今後はさらに増加すると

考える。これらについて国内の受入れ試験を省略し、海外企業の試験結果を暗黙に信用

する方法では、製品の信頼性は担保できない。国内の第三者による抜き取り試験の実施

は、輸入製品の性能確認を確実にするために非常に有効である。 

国内外の製品を含めて、第三者による検査が継続的に行われれば、装置製造会社から

納品される免震支承やダンパーの性能や特性に関わる大量の客観的なデータを蓄積す

ることができる。 

 

(2)  大型製品の実大試験施設の導入 

建築・土木構造物の大型化と社会の要求の高度化のため、免震構造・制振構造に使わ

れる免震支承やダンパーがますます大型化し、要求性能も高度化している。人々の安全

を守る免震構造や制振構造の設計においては、その重要な構成要素である免震支承やダ

ンパーの大地震時を想定した実物大の動的試験により実性能を把握することが極めて

重要である。しかし、前記のように製造会社各社の保有する試験設備の能力の範囲で、

低速度、縮小モデル、単純な加力法、限られた繰り返し回数の試験が行われ、設計に用

いる性能を推測して求めていたことは大きな問題である。 

参考資料２に示すように、米国、中国、台湾、イタリアには本格的な試験施設があり、

実物大の製品について動的試験が行われている。国内外とも、発注者や設計者は製造会

社に実物大の試験を求める傾向が顕著になっている。これは、低速度、縮小モデル、単

純な加力法の試験では、免震支承やダンパーの性能検証が十分にできないためである。

各製造会社が本格的な試験設備をそれぞれ保有するのは難しいため、これらの国の大学

や公的機関では共同利用を前提とした大型試験設備を所有しており、有料で試験を行っ

ている。 

しかし、同種の試験設備は日本にはない。これまで設置されてこなかった理由は、製

造会社１社の出荷台数、販売総額に比べ、本格的な試験設備の建設費用が高額であるた

め、１社では作れず、競合する企業と共同して作る動きもなかったからである。このた
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め、日本の製造会社が製品を輸出する際には、米国や台湾まで製品を運び、試験設備を

借りて試験せざるをえない状況である。20年前にカリフォルニア大学のサンディエゴ校

に設置された大型試験機は、今でも１年先まで予約が詰まっていてすぐには使えず、こ

の試験機の利用者の 1/3は日本企業である。 

日本は免震・制振で世界をリードしてきたが、基本的な実験・試験設備がないため、

研究や技術開発における国際競争力の低下も懸念されている。免震構造や制振構造の安

全確保にとって重要な、免震支承やダンパーの実大試験を行える試験施設を整備するこ

とが、強く望まれる。 

 

(3)  共用の大型試験設備を持つ検査機関の設置 

第三者の試験施設による検査の必要性と実大試験の必要性を述べたが、このために、

共同利用を前提とした大型試験施設を保有する第三者検査機関の設置が必要である。こ

の設立にあたっては、官民連携で、国の支援に加えて、民間から広く資金を募ることを

考えたい。免震構造と制振構造に関わる製品の製造会社、建築設計事務所、建設会社、

不動産業等にとって、免震・制振構造の信頼回復は喫緊の重大課題であり、製品検査の

データ改ざんによる多大な負の仕事を二度と起こさないため、ぜひとも資金への協力を

お願いしたい。地震国の国民の生命や財産の保護、多くの事業の継続性を高めることは、

国の安全・安心の重要問題であり、国からの支援も得て早急に設立したい。 

大型試験設備を持つ検査機関が設置されると、製造会社と独立に、免震支承やダンパ

ーの本格的な試験を行うことができる。実際の建物の工事に際して、発注者、設計事務

所、建設会社などからの要望により、実際に設置される免震装置やダンパーそのものを

抜き取りで持ち込み、試験を行うことができる。製品の破壊までの試験検証も可能であ

り、自社製品の検査だけでなく、研究開発、技術開発などの実大試験にも広く利用でき

る。このように需要は大きく、検査料と設備使用料が収入源として見込める。 

データ改ざん事件は免震・制振技術とその実用をめぐる構造的な問題から発生した。

本分野に携わるものとして真摯に反省し、これを機に、積年の課題を乗り越えるととも

に将来の日本の免震技術・制振技術の発展の礎となるこの提言の実現は極めて重要と考

える。 

なお、本提言を実現するにあたっては、検査機関の第三者性の確立に留意するととも

に、建物の建設に携わった各者の責任の所在を明確にする必要がある。 

 

2019年１月 15日に日本学術会議公開シンポジウム「免震・制振データ改ざんの背景と

信頼回復への道筋」[8]を参考資料３に示したプログラムに従い開催し、これらの提言案を

説明し、会場の 300名を超える参加者と議論し、アンケート調査を行った。アンケートの

回答数は 275であり、アンケート結果の概要を参考資料４に示す。回答者は建築分野が大

多数であり、所属は設計事務所、施工会社がほとんどであり、専門分野は建築の構造設計

が多く、不動産関係の技術者、大学の研究者も参加していた。 

総合討論では本提言に賛同する意見が多く出され、参考資料４の図４−３に示すように、
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回答者の約 83％が第三者機関の必要性に、約 90％が大型試験施設の必要性に賛同し、本提

言の実現が広く期待されていることが明らかになった。 

 

本提言では、免震・制振データ改ざんの被害者・関係者にとって抜本的な対策が喫緊の

課題であるため、短期的な対策に焦点を当てて論じてきた。その一方で、品質に関するデ

ータ改ざんは、免震・制振だけでなく、自動車、鉄鋼、化学などの製造業でも発覚してい

る。ここには、企業倫理や技術者倫理の問題、製品のコスト削減や納期短縮への過大な要

求、製品に設定された高めの安全率への過信、製品の品質表示の形骸化と検査体制の不備、

製造現場の人手不足と人材育成の問題、経営と製造の分離、品質よりも利益を優先する風

潮などの問題がある。日本が強みとしてきた信頼性の高いものづくりの再生は、中長期の

視点で、産業界、学術界全体で取り組むべき問題であり、広い視野にたち日本学術会議に

おいて続けて議論すべき今後の課題と考える。
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＜参考資料１＞審議経過   

 平成 30年  

  11月 22日 土木工学・建築学委員会（第７回） 

オイルダンパー不適切検査問題について 

 

 平成 31年 

  １月 15日 土木工学・建築学委員会主催 

公開シンポジウム「免震・制振データ改ざんの背景と信頼回復への道

筋」開催 

シンポジウム参加者に対するアンケート調査実施 

 

  ２月 21日 土木工学・建築学委員会（第８回） 

提言「免震・制振データの改ざん問題と信頼回復への対策」について

審議し、承認された 

 

  ３月 28日 日本学術会議幹事会（第 276回） 

提言「免震・制振データの改ざん問題と信頼回復への対策」（案）につ

いて審議、承認 
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＜参考資料２＞世界の３軸動的載荷試験機 

  
建築・土木構造物の安全性の確認、設計法の開発、新しい構造の開発などには構造

部材の実験、これらを組み合わせて構築される骨組の実験が必要であり、世界の各地

に大きな試験設備が設けられ、20世紀・21世紀の構造技術が進んできた。 
 耐震構造に関わる試験設備は、主に振動台試験機と載荷試験機に分かれる。振動台

試験機は、地震時の地動を再現して動く振動台の上に試験体を載せて試験するもので

ある。兵庫県三木市にある実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）が代表

的な振動台である。 
本提言が対象とするのは載荷試験機で、構造部材、免震・制振用の各種装置を対象

に直接的に加力する装置である。１軸載荷、２軸載荷、３軸載荷の種類があり、荷重

のかけ方で静的試験機、動的試験機に分類される。３軸動的載荷試験機とは、鉛直荷

重を載荷した状態で、水平２方向に動的に加圧できる試験機のことである。 

 免震・制振用の各種装置 には、３軸動的載荷試験が必要であり、諸外国にはこの 20

年間の間に、下表のように３軸動的載荷試験機が設置されてきた。鉛直載荷能力は５

施設で 5000 トン以上、水平荷重は５施設で２方向加力の能力を持ち、速度は秒速１m

以上の試験機が多く、変位は１m を超えるものもある。2016 年４月の熊本地震におい

て、免震構造の病院が片振幅 45cmを超える楕円軌跡を描いた事実より、これらと同程

度の試験能力は必要と考えられる。しかし、現状では、我が国にこのような規模と能

力を持つ３軸動的載荷試験機は設置されていない。 

  
 

表 世界の３軸動的載荷試験機 
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＜参考資料３＞2019 年 1月 15 日に開催した公開シンポジウムのポスター 
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＜参考資料４＞公開シンポジウム開催時に行ったアンケート結果概要 

 
・2019年１月 15日に日本学術会議の公開シンポジウム「免震・制振データ改ざんの背

景と信頼回復への道筋」が開催された。非常に高い関心を集め、300 名を超える参

加者があった。改ざんに対する考え方や提言への賛否等について、総合討論の場だ

けではなく全参加者の生の声を直接聴くため、アンケート調査を実施した。アンケ

ートの回答数は７割以上の 275で、高い回答率であった。 

・回答者の大多数は建築分野であり、所属は施工会社や設計事務所、専門は構造設計

が多かった。不動産関係の技術者、大学の研究者も参加していた。参加者の６割以

上が 50才以上であり、今回のデータ改ざんに責任を持って対処している各社幹部ク

ラスの技術者が多く参加していた。 

・免震・制振のデータ改ざんで現在困っている状況として、図４−１に示すように「客

先・テナントからの問い合わせ時」「建物引渡し後」「建物施工中」の回答が多かっ

た。また、改ざんが発生した背景として、図４−２に示すように「メーカー任せの製

品検査」、「厳しい納期要求」を挙げる回答が多かった。 

・オイルダンパー等の交換に関し、「工学的な検討に基づき一部の交換・補強等、全

数の交換でない方法により対応する」ことついては、「やや」も含め約 3/4が肯定的

であった。一方、検討結果にかかわらず、オイルダンパーを無条件に全数交換する

ことについては、「やや」も含め約 3/4が否定的であった。 

・図４−３の（a）に示すように第三者機関の設置については約 83%、（b）に示すように

大型試験装置の導入については約 90%が、「大いに必要」「あった方がよい」と回答

した。 

・アンケート回答者の 95%以上がシンポジウムでの講演、議論が有益であったと回答し

ており、改ざん公表後３カ月という早い時期でのシンポジウム開催の意義は高かっ

た。 
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図４−１ データ改ざんの影響で現在困っている状況(複数回答) 

 
 

 
     
         図４−２ データ改ざんが発生した背景(複数回答) 
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    （a）第三者機関の設置          （b）大型試験設備の導入 

 

       図４−３ データ改ざん防止，業界の信頼回復の対策 
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